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社会福祉法人の収入・収益の取扱い
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収益事業の剰余金は、社会福祉事業又は公益事業、公益事業の剰余金は社会福祉事業に充てることができる。社会福祉
事業の剰余金は法人本部会計又は公益事業に充てることができるが、法人外への支出は認められていない。
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（※６） 前年度措置費及び保育所運営費収入の30%以下
（※７） 繰越金の10%を限度
（※８） 積立金は、当該年度分については民改費加算相当額を限度
（※９） 居宅サービスや、指定障害者支援施設等の事業への資金の繰入れは、当期末支払資金残高に資金不

足が生じない範囲で可
（※１０）社会福祉事業と一体的に実施している公益事業は、社会福祉事業会計と一体的に会計処理を行うこと

が認められている。

一般会計（社会福祉事業＋本部）
公益事業会計
への繰入

収益事
業会計
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人件費・事業
費・管理費各区
分間の充当

施設整備等の
借入の償還

積立金の積立
他の社会福祉事業

への繰入
法人本部への繰入

〔参考〕
前期末支払資金残高の
使用が認められる範囲

利
用
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約

介護老人福祉施
設（介護報酬）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

指定障害者支援
施設（自立支援給

付費）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

選
択
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用

保育所
（保育所運営費）

△

（※２【条件２】）

△

民改費加算相当
額を限度

（※３【条件３】）

運営費の３か月分
を限度

（※４【条件４】）

△

・人件費積立金
・修繕積立金
・備品等購入積立金

（※２【条件２】）

上記に加えて、
・保育所施設・整備積
立金

（※３【条件３】）（※８）

・人件費積立金
・保育所施設・整
備積立金

（※４【条件４】）

△

運用収入＋前期末支
払資金残高（※６）を
限度

（※４【条件４】）

△

運用収入＋前期末支
払資金残高（※６）を
限度

（※４【条件４】）

①当該施設の運営費の
補填

②法人本部の運営費
③社会福祉事業等
④事業規模の小さい一
体的公益事業及び介
護保険法に定める居
宅介護支援及び訪問
入浴介護等

△

保育所と一体的
に運営される事
業規模の小さい
公益事業等（※
７）

× ×

措
置

措置施設
（措置費）

○

△

民改費加算相当
額を限度

（※１【条件1】）

△

・人件費積立金
・施設整備等積立金

（※１【条件１】）

△

運用収入＋前期末支
払資金残高（※６）を
限度

（※１【条件１】）

△

運用収入＋前期末支
払資金残高（※６）を
限度

（※１【条件１】）

同上

△

社会福祉施設と
一体的に運営さ
れる事業規模の
小さい公益事業
等（※７）

× ×

経常活動収支差額が黒字かつ当期資金収支差額に資金不足が生じない範囲（※９）

経常活動収支差額が黒字かつ当期資金収支差額に資金不足が生じない範囲（※９）

○は使途に制限なし。 △は限度額又は条件あり。 ×は不可。
（※１【条件１】） 適正な法人・施設運営の確保等、財務諸表の公開、第三者評価又は苦情解決の取組を実施
（※２【条件２】） 適切な、施設運営・人件費運用・給食や日常生活・児童の処遇、役職員の資質の向上の取組

を実施
（※３【条件３】） 【条件２】の取組に加え、延長保育等の取組を実施
（※４【条件４】） 【条件３】の取組に加え、財務諸表の公開、第三者評価又は苦情解決の取組を実施（※５）
（※５） 【条件４】を満たす場合、子育て支援事業への充当が可能 3
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社会福祉法人全般

① 社会福祉法（以下、「法」という。）第２６条に規定する収益事業の収益を充てることのできる公益事業（社会福祉法施行令第４条、平成14年厚生労働
省告示第283号、平成19年3月30日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局、社会・援護局、老健局長連名通知）
● 社会福祉事業
● 法第２条第２項各号及び同条第３項第１号から第９号までの事業であって、常時保護を受ける者が、入所させて保護を行うものにあっては５人、
その他のものにあっては２０人（政令で定めるものにあっては１０人）に満たないもの［法第２条第４項第４号］
● 介護保険法に規定する居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防サービス事業、介護予防支援事業、介護
老人保健施設経営事業
● 社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士養成施設経営事業
● 「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月1日付厚生省障害保健福祉部、社会・援護局、老人保健福祉局、児童家庭局長連名通知）及
び「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月1日付厚生省障害保健福祉部企画課、社会・援護局企画課、老人保健福祉局計画課、児童家
庭局企画課長連名通知）において例示している事業

② 「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月1日付厚生省障害保健福祉部、社会・援護局、老人保健福祉局、児童家庭局長連名通知）により、
公益事業又は収益事業により生じた剰余金又は収益の使途を限定
● 公益事業における剰余金については、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業にのみ充当
● 収益事業における収益については、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業の経営に充当

③ 法人外への支出
● 使途（充当先）を限定しているため、これまでの間、明文化はされていないが、公益事業から収益事業及び法人外への支出、収益事業から法人
外への支出は禁止しているという取扱い

「特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について」（平成12年3月10日付厚生省老人保健福祉局長通知）により、介護報酬の使途制限は
原則ないが、例外として、
● 収益事業に要する経費
● 法人外への資金の流出（貸付を含む。）に属する経費 等
については充当を禁止

障害関係

「障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いについて」（平成18年10月18日付厚生労働省障害保健福祉部長通知）により、自立
支援医療費を除く自立支援給付費の使途制限は原則ないが、例外として、
● 収益事業に要する経費
● 法人外への資金の流出（貸付を含む。）に属する経費 等
については充当を禁止 4

介護関係



保育所関係

① 当該年度の運営費及び前年度繰越金の取扱い
「保育所運営費の経理等について」（平成12年3月30日付厚生省児童家庭局長通知）により、当該年度の運営費については、使途範囲を限定して

おり原則資金の移動を制限
し、前期末支払資金残高（いわゆる前年度繰越金）に関して、
● 公益事業の運営に要する経費への繰り入れを当該施設の前年度繰越金の１０％を上限
● 同一法人が設置する子育て支援事業を除く公益事業のうち小規模であって保育所運営と一体的な運営を行う事業及び介護保険法に規定する
指定居宅サービス事業等の運営に要する経費

について充当を容認
② 法人外への移動

明文化した規定は存在しないが、当該年度の運営費及び前年度繰越金の使途を制限しているため、これまで法人外への支出は認めていない

措置施設関係

① 当該年度の運営費及び前年度繰越金の取扱い
「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」（平成16年3月12日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局、社

会・援護局、老健局長連名通知）により、当該年度の運営費等については使途範囲を限定し、前期末支払資金残高（いわゆる前年度繰越金）に関し
て、
● 公益事業への充当を当該施設の前年度繰越金の１０％を上限
● 同一法人が運営する公益事業のうち小規模であって社会福祉施設運営と一体的な運営を行う事業及び介護保険法に規定する指定居宅サー
ビス事業等の運営に要する経費について充当を容認

② 法人外への移動
明文化した規定は存在しないが、当該年度の運営費及び前年度繰越金の使途を制限しているため、これまで法人外への支出は認めていない
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